






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 1） R. v. Latimer, ［1997］ 1 S.C.R. 217.ラティマ判決にはもう一つ、200 1 年 1

























（ 6） 憲章とは、1982年憲法の第 1編「権利及び自由のカナダ憲章」（Canadian 



















（ 9） R. v. Bartle, ［1994］ 3 S.C.R. 173 ；R. v. Prosper, ［1994］ 3 S.C.R. 236 ；R. 
v. Pozniak, ［1994] 3 S.C.R. 310 ；R. v. Matheson, ［1994］ 3 S.C.R. 328 ；R. v. 
156
??
Harper, ［1994］ 3 S.C.R. 343 ；R. v. Cobham, ［1994］ 3 S.C.R. 360.
（10） R. v. Bartle, ［1994］．前注（ 9）















ることである。R. v. Storeey, ［1990］ 1 S.C.R. 241, at pp. 250-251.
（15） R. v. Smith, ［1991］ 1 S.C.R. 714, at p.728.
（16） R. v. Evans, ［1991］, supra note 12., at p.886-87.
（17） Ibid, at p.888.
（18） R. v. Brydges, ［1990］, 1 S.C.R. 190.
（19） 前注（ 9）参照。同注の判例のうち、Pozniak, Harper, Cobhamの 3判決
も引用されている。
（20） R. v. Prosper, ［1994］ supra note 9, at p.888.
（21） R. v. Matheson, ［1994］ supra  note 9.
（22） R. v. Cobham, ［1994］ supra  note 9.
（23） R. v. Sussex Justice, ［1924］ 1 K.B. 256, at p.259. イギリスの判例。
（24） R. v. Caldough （1961）, 36 C.R. 248（B.C.S.C.）.
（25） Saskatchewan Court of Appeal （1995）, 134 Sask. R. 1
（26） Q.B.CR. 37 of 1994, J.C. of Battleford 
（27） Perka v. The Queen ［1984］ 2 S.C.R.232. 本判決については、既に別稿で詳
細に紹介した。上野芳久・関東学院法学24巻 1 号（2014年 7 月）。
（28） たとえば、主な教科書は、緊急避難の要件・問題点等について必ずといっ
ていいほど本判決を引用している。Hughes Parent, Traité de droit criminel, t. 




Criminal Law, 4th ed. Toronto, Irwin Law, 2009,  pp.314-320;  Don Stuart, 
Canadian Criminal Law, 6th ed., 2011, pp.562-568．
（29） 国内を二分する論争になったときのカナダの様子については、星野・前注
（ 1）論文71～72頁参照。
（30） カナダのある大学紀要は、本件第二次判決（2001年 1 月）と同じ年の秋
に“従来カナダでは必要的最低刑判決に関する研究が少なかった”とし
て、特集号を出している。Osgoode Hall Law Journal, Mandatory Minimum 
Sentences: Law and Policy, Summer/Fall, 2001. ちなみに、他の本件に関する
特集号として、64 Sask.L.Rev. 468-643 （2001）がある。こちらでは、 研究者、 
実務家による本事件の多面的分析がなされている。
（31） Dubois et Schneider, Code Criminel et lois connexes annotés, 2012, p, 1 860 et 
1 865.
（32） Béliveau et Vauclair, Traité général de prevue et de procédure pénales, 18e éd. 
2011 pp, 511-2, p.514, p.651, p.666.
（33） 2008年 3 月15日 CBCニュース （電子版）。12月にはクリスマスを家族と10
日間過ごすことが認められた。2008年12月12日 CBCニュース（電子版）
（34） 2010年11月29日 CBCニュース（電子版）












逮捕が認められているといえよう。Beliveau et Vauclair，supra note 32, p.660.
（38） もっとも、カナダの本は、“逮捕したと告知しなくてもよいとした判例”







（41） 東京高判昭和34年 4 月30日高刑12・ 5 ・486
